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パ ー ス ペ ク テ ィ ブ（Resource Based View: 以 降 RBV）（Wernerfelt,1984； Praharad and 














のがダイナミック・ケイパビリティである（Teece,Pisano,and Shuen,1997; Teece, 2007, 














































第 2 に戦略的意思決定を実行するシージング、第 3 に経営資源と組織構造の再結合と再構成を
行う脅威・変形のマネジメントの 3 つの要素から構成される。





























































































































的に検証した 6）。その結果、次の 3 点が明らかになった。第 1 は、アメリカでは「持続的な競























6）1972 年から 1997 年までの全米 40 産業にわたる 6,772 社の投資利益率などの時系列データを用いて、企
業が 10 年以上続けて同じ業界のライバルよりも高い業績を残した場合を「持続的な競争優位」とみなした









画「2・3・5 計画」を策定し、5 年後に、社員数を 2 倍、資本金を 3 倍、売上高を 5 倍にする












察する。本稿では、ダイキン工業の組織変革の時期を、山田稔社長（1972 年から 1994 年）の
22 年間、そして、井上礼之社長（1994 年から 2002 年、2002 年以降会長兼 CEO で 2014 年現
在に至る）の 20 年間を対象期間とする 7）。
7）参考文献は、『ダイキン工業 70 年史』、『ダイキン工業 80 年史』、『ダイキン工業ホームページ』、『ダイキン工
業有価証券報告書』（1995 年から 2012 年）、『日本経済新聞』、『日経産業新聞』、『日経ものづくり』、『日経ビジネス』、
井上礼之（2008）『「基軸は人」を貫いて』日本経済新聞社である。
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図表 2：ダイキン工業の売上高と経常利益（1970 年から 2013 年）
出所：『ダイキン工業 70 年史』およびダイキン工業有価証券報告書から作成
　　　 （1977 年以降連結財務諸表より記載。決算期は 1987 年まで 11 月時点を当該年度に、以降現在までは 3
月末時点を前年度の数値として記載した。）
























さらに、1987 年、トランシット休暇、シルバー休暇の 2 本立てのリフレッシュ休暇制度を発
足させるなど、働きがいのある職場環境の創造を組織ルーティン化させている。1978 年、QC
サークル活動、PDS 生産方式、そして 1987 年には、滋賀製作所で TPM 活動など、生産部門
の現場での組織ルーティン活動に注力してきたことも特徴的である。これらの組織ルーティン










5. 2 　井上礼之社長の組織変革（1994 年～ 2002 年）
赤字転落というこの難局に対して、従来の多角化した事業の撤退を、1995 年、1997 年、1998 年、









経営計画を戦略経営の実行面に集中させた 1996 年、FUSION21、2001 年には FUSION05
10）『日本経済新聞』「ダイキン工業 - 社長の理念を明文化、長計とセット、経営指針に（トップ群像）」1990 年 7
月 16 日朝刊 ,p.11.
11）『日経ビジネス』2000 年 8 月 28 日 ,p.247.
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を策定し、積極的にグローバルな戦略的提携と M&A を推進した。海外展開のための会社設立
は、1998 年、オランダ、アメリカ、ドイツ、2000 年、スペイン、2001 年、フランス、2002 年、
イタリア、2003 年、チェコ共和国と、この時期に集中させて展開している。ダイナミック・
ケイパビリティの形成プロセスにおいて、グローバル経営に集中するため企業組織の境界を拡









5. 3 　井上礼之会長兼 CEO、北井啓之社長兼 COO の組織変革（2002 年～ 2011 年）
2002 年、井上礼之会長兼 CEO、北井啓之社長兼 COO が就任している。その後、2006 年、マレー
シアのエアコン大手、OYL インダストリーズを買収すると発表 15）し、グローバル経営を戦略
的提携で加速させている。そして、2007 年、OYL グループの機構再編を行い、主要 4 事業を







と HV などのモーター、安価な磁石で代替 18）、2010 年、日本バルカー工業とフッ素樹脂事業
12）『日本経済新聞』「ダイキン、空調修理２４時間対応 - 出張点検サービスを拡充」2000 年 4 月 12 日朝刊 ,p.17.
13）『日本経済新聞』「ダイキン工業、グローバル経営へ新理念」2002 年 8 月 27 日朝刊 ,p.13.
14）トヨタ式にエアコンの生産特性を加えて 1978 年に確立したのが、「ハイサイクル生産」と呼ぶ PDS（ダイ
キン生産方式）である。そのハイサイクル生産を支えるのが、情報システム「ALPHA」であり、1999 年これ
らの導入で、1 度に生産計画を立案する日数を 15 日から 3 日に短縮している（『日経ものづくり』2004 年 8 月
号 ,pp.100-103）。
15）『日本経済新聞』「エアコン海外大手、ダイキン、2300 億円で買収 - 北米を強化、世界 2 位に」2006 年 5 月
18 日朝刊 ,p.1.
16）『日本経済新聞』「三井化学・ダイキンなど、インド進出 10 社発電連携、電力不足に対応」2009 年 8 月 6 日夕刊 ,p.1
17）『日本経済新聞』「パナソニックとダイキン、「持ち合い」強化、相互に株式買い増し」2009 年 6 月 30 日朝刊 ,p.17.
18）『日経産業新聞』「大阪府立大とダイキン、HV などのモーター、希土類使わず高出力、安価な磁石で代替」






















のであった。また、企業イメージアップ戦略にも注力しており、2010 年、環境 NGO と組み、
生物多様性をテーマにした小学 5、6 年生向けの環境教育プログラムを作成 31）した。
19）『日経産業新聞』「ダイキン、日本バルカーと提携、中国で化学事業強化、フッ素樹脂、汎用品を開拓」2010
年 10 月 6 日朝刊 ,p.14.
20）『日本経済新聞』「ダイキンと京セラ、環境配慮製品販売で連携」2010 年 3 月 3 日朝刊 ,p.13.
21）『日経産業新聞』「ダイキンの「世界一体戦略」、祭典、文化の壁破る - 海外工場で盆踊り大会」2008 年 9 月 1
日朝刊 ,p.22.
22）『日経産業新聞』総合上位躍進組に聞く（10）27 位、ダイキン十河氏（働きやすい会社 2007）」2007 年 9 月
13 日朝刊 ,p. 23.
23）『日経産業新聞』「ダイキン工業 - 混合生産、人柔軟に動く（生産こう変える）」2007 年 9 月 21 日朝刊 ,p.14.
24）『日経産業新聞』「職人技、腕競う、ダイキンが社内技能大会、冷媒配管接合など６種目」2007 年 10 月 25 日
朝刊 ,p.11.
25）『日経産業新聞』「ダイキンの「世界一体戦略」、祭典、文化の壁破る - 海外工場で盆踊り大会：技術競う「五
輪」日本的家族主義、各国に芽」2008 年 9 月 1 日朝刊 ,p.22.
26）『日経産業新聞』「ダイキン、地域７子会社を集約、新会社を設立 - 大型案件取り込む」2008 年 4 月 16 日朝刊 ,p.31.
27）『日経産業新聞』「ダイキン、大型空調機拡販へ事業本部」2010 年 5 月 7 日朝刊 ,p.19.
28）『日経産業新聞』「ダイキン、研究開発の機能統合、300 億円投資、大阪・摂津に新拠点」2011 年 2 月 23 日朝刊 ,p.13.
29）『日経産業新聞』「ダイキン工業、堺製作所金岡工場 - 現場発、改善積み重ね（競創力を磨く）」2010 年 7 月
13 日朝刊 ,p.13.
30）『日本経済新聞』「ダイキン、海外実務研修を復活、3 年ぶり、新興国で即戦力育成」2011 年 9 月 5 日朝刊 ,p.13.
31）『日経産業新聞』「生物の多様性、小学校で授業、ダイキン、教材提供」2010 年 4 月 20 日朝刊 ,p.2.
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32）『日経産業新聞』「関大とダイキン連携協定、フッ素研究や教育など促進」2012 年 11 月 29 日朝刊 ,p.11.
33）『日本経済新聞』「ダイキン新設の研究拠点、提携企業に無償提供、専用スペース設置、開発効率化」2013 年
2 月 5 日朝刊 ,p.13.
34）『日経産業新聞』「ダイキン、京大と提携、研究開発、分野絞らず、心理学や経済学、事業創出に活用」2013
年 4 月 24 日朝刊 ,p.13.
35）『日本経済新聞』「理系人材、産学で育成、12 大学、企業に 2000 人派遣、技術革新力底上げ」2014 年 1 月 22
日朝刊 ,p.1.
36）『日経産業新聞』「ダイキン、保育所探し支援、社員の職場復帰にらみ新制度」2013 年 12 月 12 日朝刊 , p.19.
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